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　1.　は じ め に

　1-1　問題意識
　現在依然として景気低迷下にある地方都市，
農山漁村地域では，若年層を中心とした人口流

出のみならず，当該地域への愛着なども失った
「誇りの空洞化」現象が伺えたりする。これを
阻止すべき地域政策として，従来からの景気浮
揚型の所得向上政策がある一方，必ずしも経済
的な豊かさのみに捉われずに，地域生活の多様
な魅力の追求に結びつく（quality-of-life）コミュ
ニティ活動がある。このようなコミュニティ活八戸大学ビジネス学部
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動が盛んに行われるようになったのは，バブル
経済の崩壊から 20年以上におよぶ不況を受け
入れながらも，わが国の経済が成熟段階を迎え，
ワークライフバランスを考慮した生活や循環型
社会の構築に国民の関心が向けられてきた結果
と言えよう。
　こうした動きのなかで，近年，埋もれていた
地域資源の活用を図る活動を各地で見いだせる
ようになった。それは商店街の再生，地場産農
水産品のブランド化，伝統芸能やアートイベン
トの開催など多種多様である。そこでは地域価
値の創造に結び付く関係者の互恵的な協働作業
事例が頻繁に見受けられる。これは地域資源の
活用を促進させる重要な役割を果たしているの
ではないだろうか。　
　この疑問に応えるべく，本研究は地域振興に
関与するアクターやコミュニティによって行わ
れるビジネス志向型のボランタリーな協働（コ
ミュニティ活動）に注目した考察を行う。その
なかには，事業規模が小さく（スモールビジネ
ス），短期的な利益を得られない事業も含める。
これらの活動が地域の個性を磨きあげ，地域で
の衣食住に関わる日常生活に新たな魅力を付加
する原動力と考えたためである。
　このような地域の魅力づくりを支えるコミュ
ニティ活動によって，地域への愛着が高まり，
地域資源と関与する日常生活における多様な豊
かさを提示できれば，それを促進するための仕
組み作りは，地域個性を活用した魅力的なライ
フスタイルを実現させると思われる。
　一方で，地域振興関連事業には，企業の地域
貢献活動，スローフードや地産地消運動のよう
なキャンペーン，自治体の支援による協働の地
域づくりを如何に運用することが望ましいのか
など，マクロおよびソーシャル・マーケティン
グ1の視点で考察すべきものが多くある。地域

 1　周知のように，P.コトラーがマーケティングの
概念を広く解釈して提唱したソーシャル・マー
ケティングを適用できる分野に，企業の社会的
責任や社会貢献，社会的キャンペーン，非営利

個性を生かした地域振興の実現に寄与する地域
ブランド論も盛んに論じられるようになった。
こうした動向と深い関わりをもつコミュニティ
の組織特性とその活動を対象にしたマーケティ
ング的考察2は，多様な地域主体間の連携を必
要とする地域振興を実現するために必要な概念
（フレームワーク）を提示できよう。
　そこで本稿では，ケーススタディを行う前に，
地域振興に寄与するコミュニティ活動が，どの
ような組織特性をもって行われ，必要とされて
いるマーケティング的対応は何であるのか探り
ながら，コミュニティの機能を活用した地域振
興を模索する際に必要なフレームワークを探
る。そのためには，最初にコミュニティ活動と
地域振興との関わりを明らかにしておく必要が
ある。とはいえ，コミュニティの活動と地域振
興との関わりといっても，その理解の仕方は一
様ではない。そこで，はじめに，本研究の分析
枠組みとなるコミュニティについての認識を確
認しておくことにしよう。

　1-2　分析枠組み
　1-2-1　コミュニティの多義性
　地域振興とコミュニティとの関わりを整理す
るうえで，最初に直面するのは，「コミュニティ」
という言葉が多様かつ広範な定義を持っている
ことである3。本稿では，後述の Vogelが言及し
た「コミュニティ」を英語における一般語の意
味として，財産，権利，趣味，思想などの共有
や一致，社会的交わりといったある状態および，
このような状態にある人々の集まりを意味す

組織のマーケティング，サービスマーケティン
グがある。（フィリップ・コトラー他（1995）
pp. 420-422）

 2　田村（1997）p. 33は，ビジネスという不確実
性が支配する環境の下，業務を遂行する人々に
確かな方向づけを与えてくれる「考え方」や「概
念」は貴重な拠り所であり，マーケティングの
定義が一見曖昧でも，それらは日々の業務のな
かで結晶化されていくと指摘している。

 3　広井（2009）p. 11で指摘されているように，「コ
ミュニティ」という言葉の概念についての理解
や定義は極めて多様である。
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る4ものと捉えることにする。これは，広井
（2009）が，コミュニティを「人間が，それに
対して何らかの帰属意識をもち，かつその構成
メンバーの間に一定の連帯ないし相互扶助（支
え合い）の意識が働いているような集団」と暫
定的に定義した内容と同じとする5。
　広井（2009）は，コミュニティの定義を与え
た後，生産活動と個人生活のそれぞれに関わり
の深いコミュニティを「生産のコミュニティ」，
「生活のコミュニティ」と捉え，経済システム
が進化するにつれて両者は分離し，地域という
生活のコミュニティは回復しうるかという問い
が新たな装いのもとで浮上してくるのは，ごく
自然な帰結であると述べている6。
　本研究で焦点を当てているのは，地域振興に
寄与するコミュニティである。これは，例えば
企業によるアライアンス戦略で必要な協働作業
を実践するために成立するコミュニティから，
ボランティア活動を前提として成立する社会的
課題の解決を図るために成立するコミュニティ
まで多様な形態が見出される。それゆえ，これ
を広井（2009）による上記の視角で捉え直すと，
それはマクロ経済学で定義される付加価値をも
たらす（経済効果）ために必要とされるコミュ
ニティと，必ずしも経済的な富をもたらすわけ
ではないが，地域生活で見出される魅力向上や
社会的課題を解決するために必要とされるコ
ミュニティの 2つのタイプのコミュニティに区
別して考えることができる7。広井（2009）の提

 4　 Yahoo百科辞典より
 5　ただし，その集まりには，企業や非営利団体組
織に属する人々も含めることを明示しておく。

 6　広井（2009）では，高度経済成長期に「生産の
コミュニティ」としてのカイシャが圧倒的な優
位を占めるようになったが，経済が成熟化して
急速な拡大・成長の時代が終わると，その優位
性に変化が起きていることを意味している記述
がある。

 7　この場合に「マクロ経済学で定義される付加価
値をもたらす（経済効果）ために必要なコミュ
ニティ」とは，事業利益を追求する傾向の強い
ステークホルダーによって形成され，互恵的な
協働活動をとる集団であり，「地域生活の満足

示した視角に依拠する理由は，今後のわが国の
地域振興には，経済効果に加えて地域資源の魅
力的な活用や環境共生を伴った魅力を地域での
過ごす生活のなかに見出し，多様な価値観を反
映したライフスタイルを追求できる地域づくり
が求められるのではないかと考えられるからで
ある。
　これら 2つのタイプのコミュニティが，今後
わが国で必要とされる地域振興を実現するに
は，地域資源を活用した場（Place）のブランディ
ングに寄与するコミュニティがどのように関
わっていけるのか明らかにする必要がある。地
域教育にも関与する多様なコミュニティ活動
は，地域資源の活用検討プロセスにおいて地域
への誇りを取り戻す協働活動（コミットメント）
を醸成している。これは地域への愛着と誇りを
コミュニティ活動の関係者にもたらし，参加し
た主体を長期的に結び付ける地域ネットワーク
（コミュニティ）を構築するうえで重要な役割
を持つ。その支えとなるのは，活動を共にする
人々を結ぶ信頼関係（絆）であろう。これは地
域への愛着と誇りを高める協働活動で必ず見出
せる関係性であり，地域への思い入れをもった
アクターを育成する機能を持っている。
　地域への愛着を醸成できるコミットメントを
数多く創生することは，本稿で既に提示したよ
うな地域で活動する多様なコミュニティを活か
した地域振興と言える。なぜなら，地域を構成
する人々の連携と協働によって形成されるネッ
トワークが，今後の進むべき地域振興に不可欠
と考えられるからである。だが，これをボラン
ティア方式のみで運営するには限界があるた
め，ビジネス形態の導入を図ることにより，そ
の継続性と発展性を高めることが期待されてい
るのは周知のことであろう。

度を向上させることに必要なコミュニティ」は，
事業利益を追求する傾向が前者より弱いもの
の，各自がもつミッションの達成を営利活動よ
りも優先的に追求する傾向をもつ集団のことと
する。
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　地域振興という地域の抱える課題の解決に共
感を抱く仲間が集まり，草の根的活動が成長す
る過程でコミュニティビジネスの導入を検討す
ることが，今後実現すべき地域振興を展開する
うえで不可欠と考えるならば，地域コミュニ
ティによる活動は，利益を生み出す事業として
成立できる可能性を基準にした以下の 2つのタ
イプで捉えられる。一つは活動内容や対象分野
が事業として成立する可能性が高いと位置づけ
られるコミュニティ活動である。これには事業
化のために必要なマーケティングや経営マネジ
メントなどに拠るビジネス形態の導入は採算性
を重視して検討され8，事業内容によっては，金
融資本の活用も検討されて拡大再生産をめざし
た商業活動が展開される。これは，経済的効果
の恩恵を受けることを期待して成立するコミュ
ニティが核になっている。
　その一方で，地域振興に関与するものの利益
を生み出す事業として成立する可能性が低いと
位置づけられるコミュニティ活動に，地域社会
への貢献と高い社会的意義をもつがゆえに，地
域と関わる生活の豊かさや魅力を追求するには
不可欠であると考えられるものがある9。これは
人々の意識改革，認知効果，費用対効果を高め
るべくマーケティング概念の援用を必要とする
コミュニティ活動である。
　現在のわが国の地域づくりで重視すべきこと
は，地域資源の活用を図るコミュニティの機能
を高めることで，その経済効果と非経済効果を
地域生活のなかで享受できるようにすることで
あろう。マーケティング的概念を地域振興に援
用することは，そうした魅力ある地域生活を実
現する可能性を高める役割を担っている。
　1-2-2　コミュニティの形成と地域振興
　大都市から離れた新たなコミュニティづくり
が，わが国で容易になったことを 1970年代に

 8　そこでは，アクターによる地域づくりのプロ
デューサーとしての能力も問われる。

 9　例えば環境保全活動，地産地消キャンペーンが
相当する。

指摘したのは Vogelである。その理由を Vogel

は，日本の国土の狭さと通信システム網の発達
をあげ，大都市から離れた快適な場所を選ぶコ
ミュニティが次々に成立する可能性を指摘して
いる10。わが国では，その後のインターネット
の普及をはじめとする情報通信や輸送システム
の発達により，大都市から離れた新たなコミュ
ニティは容易に成立できるようになった。
Vogelの指摘したコミュニティが，地域のもつ
魅力を磨きあげようとして成立したコミュニ
ティを含むものであるのかは定かではない。だ
が，現在のわが国においては，都市から離れた
地域のもつ独自の魅力を磨き上げる活動は，地
域資源を活用した起業，体験・産業観光プロジェ
クトなどの多様な事業や地域資源を活かして地
域振興を図る多様なコミュニティ活動となって
展開されている。
　その一方で，少子高齢化の進展下，首都圏へ
の人口集中と地方の人口流出は，現在も止むこ
となく続いている。それはバブル経済の崩壊後
における不況の長期化，富の偏在，雇用機会を
はじめとする様々な要因によると考えられる
が，地域資源を活かして地域振興を図るコミュ
ニティ活動は，場（Place）のもつ経済的，地
勢的条件の他に，文化的条件から生み出される
地域の魅力にも深い関わりをもちながら，1970

年代における Vogelの指摘のように多く生み出
されてきた。そして，この趨勢は，最近ではス
ローフード運動に伺える地域の食文化を尊重し
たアンチファストフード，反グローバリズム，
LOHAS運動といった一種の社会的キャンペー
ン活動によっても後押しされている。
　バブル経済崩後の地域振興では，農商工連携
事業，商店街再興事業のような複数の地域経済
主体の協働参加を多くみるようになった。こう
した地域づくりの特徴は，第一に多くが地域資
源の活用による地域再生を試みていること，第
二として関係者による互恵的作業および連携業

10　ダニエル・ベル，エズラ・F・ボーゲル（1979）
p. 152 
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務11を伴う事業の多さにある。これは，とりわ
け，地域の食文化や歴史資源など文化的価値を
もつ地域資源を消費者とのコミュニケーション
に利用した販売促進関連の事例や，グリーン
ツーリズムなど体験価値を創り出す体験型観光
推進事例のなかに多く見出せる。
　ここでの関係者による互恵的作業および連携
業務は，重要な意味を持つ。なぜなら，このよ
うな地域資源の活用を検討する協業作業を通じ
て地域への誇りと愛着を醸成する機会が参加し
たメンバーに提供されるからである。とりわけ
地域文化を尊重し，保存を図るコミュニティは，
地域のもつ文化的魅力に惹きつけられた同好の
士の集まりとして形成されていることから，特
定のテーマのもとに集結する傾向がある。この
タイプのコミュニティを「テーマ追求型」と名
付ければ，その活動は地域資源のもつ魅力を磨
きあげ，生活者が持つ場（Place）に関する感
性的価値に接する機会を創り出せる。
　文化的価値を取り入れながら行われる場
（Place）のブランディングは，様々な地域の情
報を発信する「テーマ追求型」と深い関わりを
もっている。それゆえ「テーマ追求型」を担う
アクターによる連携と協働は，観光事業のみな
らず，地域での魅力的なライフスタイルを追求
する有力な役割を果たせる。地域の魅力を発信
するコミュティ活動が地域価値を高める地域
ネットワークを地域で過ごす日常生活のなかに
構築できるからである。
　ネットワークの担い手として期待されている
リーダーは，NPOなどの非営利団体や任意団
体もしくは問題意識への取り組みに共感をもっ
て結束したコミュニティなどを通じて地域づく
りを推進するアクターである。そのなかには地
方自治体の職員や首長，商工会職員，普及指導
員，農協職員など「給料をもらって地域を動か
す人」（小田切他（2006））の参加も少なくない。
このような構成メンバーから成るコミュニティ

11　互恵的作業および連携業務を本研究ではコミュ
ニティ活動とみなす。

活動は，マーケティングやマネジメントで培わ
れたビジネス手法によって再検討する必要に迫
られる場合がある。これは，共通の想いをもっ
て集まった人々に拠るボランティア活動で成り
立っていたコミュニティの成長発展段階にみら
れる自律的対応であったり，活動内容の持続性
を高めるために必要と考えられた自治体からの
働きかけ（地域振興）への対応となっている。
ただし，陶山他（2002）p. 14が，非営利組織
によって担われる医療サービス，環境・資源問
題の分野を事例に挙げ，その分野では商業ない
しビジネスの枠組みを超えるいくつもの要因
が，顧客と捉える市民（地域住民）と非営利組
織との間に影響をもたらすこと，活動を担う非
営利組織は価格や権威とは異なる動機に基づい
て制御されなければならないと指摘しているよ
うに，ビジネス手法導入の対象となるコミュニ
ティは，利益追求を前提とする通常のビジネス
と異なり，社会的意義を掲げた活動を展開する
過程で，地域住民とのコミュニケーションを重
視している点に注目しなければならない。なぜ
なら，地域振興に寄与する地域ネットワークの
形成・拡大は，ステークホルダー間の信頼や相
互依存，コミットメントなど関係性づくりが進
展した結果生み出されるものだからである。
　コミュニティ活動を利益の得られる事業とし
て構築する試みは，商業活動を通じて消費者に
伝えるコミュニケーション能力を向上させる。
コミュニティビジネス化への模索を通じて，コ
ミュニティ活動のもつ社会的意義の明確化が再
検討され，それを商業活動を通じて反映する機
会が，商品や提供するサービスの提供を通じて
効率的に消費者に伝えられるようになるからで
ある。例えばサービスマーケティングの概念や
手法の導入を図ることにより，それまでにコ
ミュニティ活動で提供していたサービスや商品
は，4Pおよび 4Cに対応したマーケティングが
実行に移され，提供するサービスや商品には，
顧客視点の反映と利用者の信頼を裏切らない保
証対応が求められるようになる。こうしたビジ
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ネス形態の導入は，それまでに行われてきたコ
ミュニティ活動の業務責任の範囲を明確にし，
自らのコミュニティを，ターゲットする相手か
ら望ましい反応を得るための仕組みづくりに長
けた組織体として成長させる契機となる。
　このようなビジネスモデルの導入で，地域に
存在していた多様なコミュニティを進化させ，
それが地域振興の促進に寄与するならば，それ
は地域住民や地場企業をはじめとする地域経済
主体の連携と協働による内発的な地域振興を促
進するうえで重要な地域政策と考えられる。商
品やサービスがコモディティ化してきているこ
と（ファスト化）に対応すべく，地域の経済と
文化を取り込んだ総力戦的な地域づくりが各地
で展開され，場（Place）に関する感性的価値
を醸成する機会の果たす役割の重要性が高まっ
ていることを考慮すると，多様な職種の人々で
形成されるコミュニティ間の連携と協力が必要
になってきている。
　例えば，グリーンツーリズムのような体験型
旅行プランの作成が全国各地で試みられている
ことは，地域内での経験価値を高める機会を多
く提供するとともに，それに関与する関係者を
必要としているため，その集まりとなるコミュ
ニティの果たす役割の大きさを一層引き立てる
ことになる。しかしながら，これを支える地域
振興の実態とコミュニティ活動との関わりにつ
いての整理は十分でない。そこで次節では，わ
が国の成熟化した経済状況における地域振興の
あり方に，コミュニティが深く関わってきてい
ることを確認する。そして，コミュニティ活動
の発展プロセスにおいて導入を必要とするコ
ミュニティビジネスの概念と機能を整理した
い。
　1-2-3　地域振興とコミュニティビジネス
　図 1は青森県におけるコミュニティビジネス
事業者を対象にしたアンケートの調査結果であ
る。業種・事業内容では，「地域活性化・まち
づくり」の割合が 68.7%（116業者）と最も多い。
地域振興との関わりが全くないわけではない

が，関わりが小さいと思われる「保健・医療・
福祉」，「障害者や高齢者，ホームレスなどの自
立支援」，「子育て支援」，「他のコミュティビジ
ネス事業者の支援」，「安全・安心（防災・防犯）」，
「その他」，「無回答」を除いた（total 61%）業種・
事業内容を地域振興に関わるコミュティビジネ
スとすれば 176.4%（累積度数）（298業者 : 推計）
が本研究の対象とする地域振興に関与するコ
ミュニティビジネスを青森県で実践している。
　経済産業省「ソーシャルビジネス12研究会報
告書」（平成 20年 4月）における全国のソーシャ
ルビジネス事業者を対象にした意識調査アン
ケート（2008年）も同様の結果が出ている。
特に注目すべきは，図 2に提示されているよう
に「地域活性化・まちづくり」（60.7%）は，2

番目に多い「保険・医療・福祉」（24.5%）の 2

倍以上を示したことである13。
　上記のアンケートを反映してか，近年のコ
ミュニティビジネスおよびソーシャルビジネス
の事業内容は，地域活性化およびまちづくりで
あることが多くなっている。これは地域振興を
課題として捉えたコミュニティ活動の多さを示
している。それゆえ，その果たす役割に一層の
効果が発揮できるようにビジネス手法の導入14

を検討することは，地域振興を促進させる手立
ての一つと言える。

12　ソーシャルビジネス（SB）とコミュニティビジ
ネスと（CB）の相違については，経済産業省
「ソーシャルビジネス研究会報告書」（平成 20
年 4月）p. 4にて，「CBについては，活動領域
や解決すべき社会的課題について一定の地理的
範囲が存在するが，SB については，こうした
制約が存在しないという整理の下」で両者を区
別している。

13　これは県および市町村債の発行を財源とした地
域活性化を目的とする補助金の利用が，箱モノ
（ハード）から地域づくりのための活動資金（ソ
フト）に移行する動きを反映したためと考えら
れる。

14　この場合のビジネス手法とは，マーケティング，
経営マネジメントで培われた経営資源の効率的
な活用をめぐるノウハウのことである。
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　1-2-4　コミュニティビジネスの拡張と地域
振興

　「コミュニティ」という言葉と同様に，「コミュ
ニティビジネス」を定義することは容易でない。
特定非営利活動法人コミュニティサポートセン
ターの定義によれば，コミュニティビジネスと
は市民が主体になって，地域が抱える課題をビ
ジネスの手法により解決し，コミュニティの再
生を通じて，その活動の利益を地域に還元する
事業としている15ものの，地域振興に関与する

15　http://www.cb-s.net/CB.html参照。本稿で述べ
る「コミュニティビジネス」は，基本的にこの
定義に拠る。だが，「コミュニティビジネス」
を部分的に取り入れて成立している地域振興を
目的としたコミュニティのような，収益性が必
ずしも確立したビジネスモデルとして成立しな
くても，前節で伸べた地域生活の魅力を見出す
ために必要なコミュニティ活動がある。それゆ
え，本稿ではビジネス手法を部分的に採用した

「コミュニティビジネス」を観察すると，その
多義性は一層拡大する。近年では，地場企業，
地域教育機関，経済団体，NPO，NGOなど経
済主体が相互に連携，協働して地域振興事業に
参画することが多くなってきている。その際に
多くの地域振興事業に伺えるのは，補助金を梃
子にした地域振興プロジェクトで地域振興を展
開する多様なコミュニティビジネスの創設や，
コミュニティビジネスの導入を図るコミュニ
ティ活動である。
　例えば農商工連携事業のような農村の 6次産
業化による新ビジネス創出と継続を目的として

地域振興を目的としたコミュニティにも注目す
る。ライフクリエイティブに結びつく地域振興
を実践するに際し，必ずしも利益をあげられな
くても，ビジネス手法を導入することで，コミュ
ニティ活動が地域振興に寄与する重要な役割を
持つと考えられるからである。

図 1　コミュニティビジネスの業種・事業内容
　　  注）　対象対象数 169，複数回答（3つまで）による
　　  出所）　特定非営利活動法人NPO推進青森会議（2010）「コミュニティビジネス実態調査　調査報告書」
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形成されたコミュニティが，利益を生み出す事
業を成立できないとなれば，それは事業創出の
ために多くの補助金や制度資金が利用されてい
ることから，費用対効果が疑問視されるのは当
然の理であろう。ところが，地域で体験できる
魅力的な生活の実現（ライフクリエイティブ）
に結びついた地域振興に寄与するコミュニティ
活動には，環境保全活動のように採算ベースに
乗りにくいものも少なくない。これらが求める
労働力は，ボランティア活動に依存せざるをえ
ないという現実がある以上，利益を生み出せる
コミュニティビジネスを成立させられないコ
ミュニティ活動にも，場（Place）のブランディ
ングに寄与できる機能があると考えるべきであ
ろう。
　それゆえ，本研究では，現状のコミュニティ
活動にマーケティングや経営マネジメントの手
法の導入を可能なところまで行うことが現実的
な解決策となっていることも重要な視点とす
る。なぜなら，たとえ利益を生み出せるコミュ
ニティビジネスモデルを生み出せなくても，そ

れを目指す試みは，以前と比べれば場（Place）
のブランディング16への貢献が高まる方向に歩
み出すことを可能にし，コミュニティ活動を担
う参加者間のネットワーク化の緊密化と拡大に
寄与すると考えられるからである17。
　以上のことから，利益を生み出すビジネスモ
デルとならなくても，ビジネス手法の導入を図
り，その影響を受けたと認知できるコミュニ

16　地域ブランド（戦略）の多義性は，その活用に
よる地域振興を実現すべく行われるディスカッ
ションを，時々迷走させる要因となっている。
これについてはケーススタディでも再度言及す
る。（別稿）

17　コミュニティ活動に応じたビジネスモデルの導
入を検討する作業は，それが利益を生み出さな
い場合，その未完成なビジネスモデルのもつコ
ミュニティの機能的役割に注目することは無
かった。ところが実際の現場では，その未完成
なビジネスモデルをもつコミュニティでも，魅
力的な地域でのライススタイルの追求に寄与し
ていることを観察できる事例は少なくない。ま
た，事業利益を持続的にあげているコミュニ
ティよりも，利益を得られないコミュニティの
数の方が，圧倒的に多いことも留意すべき現実
である。

図 2　ソーシャルビジネスの事業分野
　　  注）　対象対象数 473
　　  出所）　ソーシャルビジネス研究会（2008）「ソーシャルビジネス研究会報告書」
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ティ活動は，「ボランティア方式だけでは限界
のある地域活動に対し，事業性によって新分野
を開拓し，地域社会の活性化をめざす」（高寄
他（2002）p. 55）ことで，地域社会の抱える課
題の解決に寄与すると考えるべきであろう。こ
うしたコミュニティ活動が，たとえば居住人口
の減少で活気を失いつつある地域，悪化を懸念
される自然環境，消滅の恐れのある伝統芸能な
どの地域資源を維持，再生する原動力となれば，
「個人の社会参加，自己実現の場（Place）の提供」
「文化的価値の保全と継承」といった社会的意
義や「地域循環経済の形成」「体験価値創造に
よるサービスの提供」などといった新たな経済
効果をもたらすことができる。このような地域
価値の創造に寄与できるコミュニティ活動は，
地域個性の活用に共感したアクター同士の絆を
緊密化するだけでなく，その創造に直接関与し
ていなかった地域住民に対しても，地域のもつ
潜在的な魅力を提供できる。（ネットワークの
外部性）近年では，インターネットなどの情報
ネットワークが構築されているため，その機会
は以前よりも飛躍的に増加している。
　一方で，そのようなコミュニティ活動に継続，
発展性を持たせることも，地域の抱える課題を
解決するために必要である。コミュニティビジ
ネスは，獲得した利益を活動資金に充てること
でコミュニティ活動に継続性を持たせられるこ
との他に，地域社会が抱える問題解決を図るた
めの活動の規模を拡大し，ビジネス形態をとり
ながらコミュニティ活動のもつ社会的意義を消
費者に伝えることができるキャンペーン事業と
しての役割をもつ。
　地域振興および再生に関わるコミュニティ活
動は，地域文化や社会文脈に配慮しつつ，地域
と関連する生活の多様な魅力を追求し，地域価
値創造を試みるものでもある。そのためには，
前述の地域づくりにおける動向を考慮しつつ，
消費者とアクターとの間で地域生活の満足度を
高められるようなコミュニケーションを取るこ
とが不可欠となる。これは，地域資源を対象に

した消費者の潜在需要を掘り起こすキャンペー
ンや販売促進を伴った消費者コミュニケーショ
ンでもある18。
　とはいえ，地域生活の満足度を高めるための
コミュニケーションといっても多様な方法があ
る。本研究では，現在までに地域振興のマーケ
ティング的アプローチを積極的に展開している
地域ブランド論およびその他のマーケティング
研究での指摘や知見に依拠しながら，今後の地
域振興の担い手となるコミュニティによる地域
振興の構図を明らかにし，地域資源の魅力を消
費者へ伝達するコミュニケーションの手法をコ
ミュニティビジネスを通じて実践する協業活動
に求めることにする。そのためには，地域振興
に寄与するマーケティング論的研究が学術的に
重要であることを明らかにすべく，関連する先
行研究を検討することにしよう。

　2.　先行研究のレビュー

　2-1　地域ブランド論とコミュニティ活動
　地域の振興や再生がボランタリーなコミュニ
ティの支えで成り立ち，その活動に伴う消費者
とのコミュニケーションを重視した先行研究を
見出すことは困難を伴う。だが，地域ブランド
戦略のようなマーケティング論的概念の援用を
意識した地域づくりが各地で行われるようにな
る以前から行われてきた地域政策，先達によっ
て蓄積されてきた研究業績のなかに，本研究を
すすめるうえで踏まえておかなければならない
指摘がある。はじめに，本稿の分析枠組みとな
る地域の魅力づくりに関与するコミュニティに
ついて明らかにしたい。
　地域振興政策が大きな転換期を迎えたのは，
マクロ経済におけるサプライサイドに加えて
ディマンドサイドからのアプローチを重視する

18　潜在需要を掘り起こすキャンペーンや販売促進
を伴ったコミュニケーションの効果等の考察と
実証は，ソーシャルマーケティングの領域であ
る。 
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必要に迫られたためである。これは経済の成熟
期を迎えたわが国で，消費者および生活者起点
型の地域振興対応が必要となってきたことを示
すものである。農業の 6次産業化の推進（今村
（2000）），地域産業複合化政策（竹中他（1994））
や内発型発展論（鶴見（1996））は，当時にお
いては新たな地域振興の視点からの地域対応を
もたらしたものの，農業生産者をはじめとする
地域経済主体間の連携で地域資源を活用した農
産加工品を創製し，それを如何にして消費者に
売り込むのかといったマネジアル・マーケティ
ングの手法に拠っていた。これはサプライサイ
ドに視点を据えた地域振興政策であったと言え
よう。
　このような社会的潮流（メガトレンド）に対
応し，消費者からの視点で地域資源を活かした
地域づくりを提唱したのが地域ブランド論であ
る。地域ブランド論は，消費者および企業行動
を主たる研究対象として構築されたブランド研
究の概念を地域づくりに援用している。そこに
は消費者からの視点を活かした地域振興を実現
する重要性を伺える。
　和田他（2009）は，地域ブランドとは，体験
の場（Place）を通じて地域資産を精神的な価
値へと結び付け，「買いたい」「訪れたい」「交
流したい」「住みたい」を誘発する「まち」で
あると述べている19。これによれば，地域ブラ
ンディングは，地域にある有形無形の資産（地
域資源）を人々の精神的な価値と結び付けるこ
とで，在住の人々が地域に誇りをもてるような
場（Place）のブランディングの実現を図るも
のであり，これを地域の抱える課題と捉えてい
る。
　この課題を解決するひとつの手段となる体験
の場（Place）を通じて地域資源を活用する地
域づくりに注目が集まっている。その場合，地
域生活を送るうえで深い関わりをもつ衣食住関
連の地域資源とコンタクトできる体験を提示す

19　和田他（2009）p. 4

ることが重要となる。例えば地域特産物（製品
ブランド）を梃子にした場（Place）のブランディ
ングでは，それを食する機会を得た消費者の口
込みが大きな役割を果たしている。地域特産物
や観光資源などの地域資源に関する口込み効果
によってブランド化が成立した事例も少なくな
い。地域ブランド戦略を意図的に実行しなくて
も，ブランド化された地域特産物や名勝地に関
する口込みによって，場（Place）のブランド
が立ち得た事実は，地域資源と地域名を結び付
けた食味体験という経験価値の提供で，消費者
と場（Place）との良好なコミュニケーション
が形成できることを示している。つまり，必ず
しもマーケティング戦略的な地域づくりとして
の意図がなくても，ブランド化された地域特産
品のもつ地域名と地域の情報を提供する商品特
性によって場（Place）のブランドを立たせる
ことができれば，地域産品や観光資源による地
域情報とそれを高く評価する消費者のコミュニ
ケーションが良好に展開されていると言える。
　地域産品を食するといった消費者の経験価値
を重視する販売促進で，場（Place）のブランディ
ングに寄与するコミュニケーションネットワー
クを構築するには，江戸時代における一次産品
のブランド化の事例が参考になる。波積（2002）
は，江戸時代の一次産品（食品のみとする）の
ブランド付与の手段を ① 品種改良による優れ
た「品種」の確立 ② 「生産・加工技術」の確
立 ③ 「産地」における自然・季節条件 ④ 「流
通過程における評価・選別」をあげ，複数の要
素の統合化（マーケティング・ミックス）で農
水産物のブランディングが行われたと述べてい
る20。現在でこそ，インターネットやマスコミ
媒体を利用した計画的かつ戦略的な地域産品に
拠る場（Place）のブランディングの事例を多
く見受けるようになったが，上記の一次産品は，
場（Place）のブランディングを図るマーケティ
ング活動を特に意識して展開することなくても

20　波積（2002）p. 33，44，144
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生み出された地域ブランド（製品ブランド）で
ある。それは消費者に拠って形成されたネット
ワークを通じて，地域産品に対する高い評価が
乗数的に伝えられ，その期待に応える供給側の
対応が良好に評価されたためと考えられる。
　場（Place）のブランディングが，地域個性
の確立に向けた関係者の努力や口込みによって
構築されると考えれば，それを推進する原動力
となるのは，地域資源を活用して地域個性を磨
きあげる関係者の熱意と行動21であり，消費者
とのコミュニケーションを良好に取りうる地域
からの情報発信である（Buzzマーケティング）。
そこには必ずしも利益追求を第一としない協働
者間における長期的関係性（絆）がある。それ
ゆえ，地域個性を磨きあげることに関与するコ
ミュニティが，より効率的な地域づくりを展開
できれば，生活者視点を生かした持続的な地域
振興を実現できるのではないかとの期待を寄せ
ることができる。このような地域づくりを可能
にするには，地域貢献に寄与するコミュニティ
活動に組織的なまとまりを高めたり（組織化の
程度が高まる），地域資源の活用に効率性や体
験価値を付加させること，非価格的魅力の向上
を図るなどで場（Place）のブランディングを
意図的に展開する必要がある。そのためにも，
地域振興のステークホルダーで構成されたコ
ミュニティによる地域戦略・マーケティング戦
略の実践や，コミュニティという組織体にも，
それを遂行するための自律的な動きを利用し，
商業的活動の導入を前提とした長期的関係性を
維持する活動が必要になる。これについては後
述の商業集積としての組織体（コミュニティ）
がとる行動を対象とした既存の研究成果を手が
かりに，地域振興を担うコミュニティがもつ組
織体（コミュニティ）の特性を確認しておかな
ければならない。
　場（Place）のブランディングは，商店街の
再活性化事業，地域資源を活用した地域特産品

21　コミュティビジネスは，これらを促進するコ
ミュニティ活動の一面を示すものである。

開発事業，農商工連携事業のような商業活動と
関連する度合いの強いもの，森林保護，環境ツー
リズムのような環境保全活動に関するもの，生
涯教育の推進，地域の協力による体験教育授業
のような地域教育に関するものなど，地域個性
を活かした魅力的な地域生活を追求することと
深く関わっている。これらに共通しているのは，
地域価値を高めることに積極的な参加者によっ
て形成されたコミュニティの果たす役割が大き
いことである。
　上記のコミュニティは，地域住民，行政，企
業，教育機関，NPOなどマルチステークホル
ダーで構成されている。これらは，ミッション
（社会的使命）に応じたボランティア的な協働
作業によって，支え合いながら地域価値を高め
る活動をしている。これを場（Place）のブラ
ンディングに寄与するコミュニティ活動と捉え
ると，それは企業間で締結されるアライアン
ス22に近いものからボランティアによって支え
られた互助活動まで多様である。本研究では，
それを商業活動への依存の低い「ライフクリエ
イティブ型」と同様に高い「ビジネス追求型」
の 2つに分けて考察する。そして，多様な事業
形態で行われている地域づくりのなかから，地
域資源の活用による地域イメージと関わり深い
地域関連商品やサービスを提供しているコミュ
ニティ活動とコミュニティビジネスに注目す
る。なぜなら，これに関連する商品やサービス
は，物語（ストーリー）を活用することによっ
て地域情報を豊富に伝達できる特性をもってい
るからである。場（Place）にポジティブなイメー
ジをもたらすことに成功した事例を観察する
と，そこには，地域に付加価値をもたらす「物
語」（ストーリー）が存在していることが少な
くない。それゆえ「物語」（ストーリー）の発
信は，地域振興を担うコミュニティ活動の内容

22　本研究では，アライアンスによって形成される
連帯ないし相互扶助（支え合い）の意識が働い
ているような集団もコミュニティと広義に捉え
る。
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を消費者に伝える有益な手法と考えられる。

　2-2　場（Place）のブランディングとコミュ
ニティ活動

　場（Place）のブランディングに寄与するコ
ミュニティの果たす役割の重要性を強調したの
は，和田他（2009）である。和田他（2009）は，
地域ブランドを育んでいくために，様々なアク
ターを場（Place）のブランディングに寄与す
るコミュニティに呼び込むことを重視し，場
（Place）のブランディングに寄与できるマーケ
ティングを提示した。そのなかで，コミュニティ
の果たす役割に重点を置く理由として，和田他
（2009）は，アクターに拠る地域ブランディン
グは手間暇をかけて構築され，それに耐え得る
のは，地域づくりに寄与するコミュニティ・ベー
スの活動であると述べている23。とりわけ地域
ブランディングのタスク・フォースであるコア・
コミュニティは，マーケティングの手法に応じ
る必要があり，「たまり場」を基軸にした他地
域の地域づくり活動の視察や勉強会，地域資産
の保全運動といったアクターのボランティア的
な活動に支えられたコミュニティ活動も，コン
セプトを練り上げながら統括的な地域ブランド
を構築する必要性が示唆されている。これは，
地域振興に関わる地方自治体の職員や首長，商
工会職員，普及指導員，農協職員のように給料
をもらって地域を動かす人達によって，事業者
を含む地域住民および地場企業間の連携や協働
を伴いながら，多くの地域で行われている典型
的な地域づくりに適用できる。ただし，場
（Place）のブランディングに寄与するコミュニ
ティの構成メンバーに給料をもらって地域を動
かす人が関与したために，コミュニティ活動が
ポジティブな地域イメージの確立に必ずしも寄
与するとは限らない。地域ブランドが立ち上が
るには，リスクと時間がかかるが，これらを極
小化するには，ネットワーク化された地域全体

23　和田他（2009）p. 181

についてのポジティブな地域イメージを消費者
に想起させ，地域価値を効率的に高めることが
不可欠である。そのためには，消費者や生活者
を対象にした戦略的なコミュニケーションを伴
うマーケティング活動が有益となる。

　2-3　場（Place）のブランディングに寄与
するコミュニティ活動に関わる先行研
究

　2-3-1　商業集積のマーケティングを担うコ
ミュニティの組織特性

　独立性の高い行動主体（アクター）の集積に
よって意思決定される場（商店街，観光地，ス
トーリーをもつ地域）のマーケティング活動と
は，提供すべきサービスを探り，消費者とのコ
ミュニケーションを図るアクターの活動をマー
ケティングの視角で捉え直したものである。周
知のように，わが国は従来の地域振興策に加え
て，生活者の視点を活かした地域づくりを必要
としている時期を迎えている一方，消費者およ
び企業行動を主な研究対象にして構築されてき
たマーケティング研究では，地域づくりに関わ
る研究業績が少ない。とりわけ，地域振興を推
進するために必要なマーケティング活動に注視
した先行研究を探すことは困難と言って良い。
　その一方で，商業集積（商店街）を組織体（コ
ミュニティ）と見なし，そのマーケティング活
動を対象にした研究には，地域資源を活用した
場（Place）のブランディングを担う組織体と
その特性を捉えるうえで役立つ知見や指摘があ
る。それは，商店主のような事業者によって形
成された商業集積を対象にしたマーケティング
研究である。（商業集積のマーケティング）
　商業集積のマーケティングは，事業者の合意
形成で実行される場（Place）の活性化を目指
した協働作業であることが多く，組織構成員の
独立性が高い共同組織の合意形成によって実行
される。それは事業者同士のアライアンスと比
べると地域振興に寄与する共益的かつ互恵的な
コミュニティ活動を伴い，場（Place）のブラ
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ンディングや地域コミットメントの醸成に寄与
している。
　場（Place）のブランディングを担う組織体（コ
ミュニティ）は，多様な主体で構成されている。
小宮（2010）は，「組織構成員の独立性の程度」
と組織が事業者を募る範囲として捉えられる
「組織が影響力を及ぼす空間的範囲」という 2

つの軸により，集積内 SC，百貨店，個人事業者，
共同組織，BID，商店街連合組合のもつ組織特
性を位置づけた。
　これと同様に「商業活動への依存度」と「ボ
ランティア活動への依存度」という 2つの軸で
地域振興と再生に寄与するコミュニティを類型
化する。（表 1） 地域振興と関わりのあるコミュ
ニティは，その掲げたミッションに対応し，上
記 2つの軸で 4つのタイプ（タイプα，β，γ，
δ）に振り分けられる24。
　このような地域振興に寄与するコミュニティ
を類型化する概念に大きな影響をもたらすもの
は，各主体の組織力によってもたらされる場
（Place）のブランディングのためのマーケティ
ング活動である。商業集積のマーケティングは，

24　後述する商業集積のマーケティングを担う組織
体（コミュニティ）の位置をタイプα（キャン
ペーン志向・協働型）であることを明記してお
く。

例えば商店街という場（Place）全体の売上高
増加と顧客吸引力を高めるべく行われる。その
ために必要なマーケティング活動は，商店街振
興会のような共同組織によって行われる。これ
は企業と異なり，独立した事業者や組織によっ
て構成されている25ため，権限関係が構造化さ
れていない「不完全な組織」であることが多い
と指摘されている。それゆえ，実践されるマー
ケティング活動は，それを担う組織体が「不完
全な組織」であるがゆえに，場（Place）のブ
ランディングが十分に実行されないのではない
かと問題視する見方ができる。だが，実際のと
ころ，全国各地で行われている場（Place）の
ブランディングは，地域の人材やコミュニティ
を結んで成立した多くの「不完全な組織」によっ
て行われてきているし，「不完全な組織」であっ
ても，地域名称と地域個性の結びついた特定の
ポジティブなイメージを消費者や生活者に想起
させ，場（Place）のブランディングに結びつ
くコミュニケーションを積極的に展開してきた
組織体（コミュニティ）は少なくない。これを
企業行動と異なる地域づくりを担うコミュニ
ティの組織特性と捉え，後にケーススタディと
して，事例を対象とした整理，分析する必要が

25　小宮（2010）p. 35

表 1　地域振興・再生に寄与するコミュニティの類型化
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ある。
　2-3-2　商業集積のマーケティング研究から

の知見─組織体（コミュニティ）の
特性を手がかりに─

　場（Place）のブランディングに寄与する組
織（コミュニティ）によるマーケティングと商
業集積のマーケティングとでは，取り巻く構図
や組織行動に以下のような相違点がある。
　第一に，商業集積の組織（コミュニティ）を
構成する事業者は，個々の利益を追求する経済
人（ホモ・エコノミクス）としての行動をとる
ことを第一義とするのに対し，営利よりも掲げ
るミッションの達成を第一義とし，長期的な関
係性の構築から利益を確保しようとする組織
（コミュニティ）は，当然似て異なる組織行動
をとると考えられる26。
　第二に，場（Place）のブランディングに寄
与するマーケティング的活動を担う組織体（コ
ミュニティ）は，商業集積のマーケティングを
担う組織体（コミュニティ）以上に，地域住民，
地方自治体，農協，商業会議所の職員などの多
様な構成員で成り立ち，それを地方自治体が究
極のネットワーカー27となって支える構図が多
くの地域づくりの現場で見受けられる。
　上記 2点に留意すると，商業集積のマーケ
ティングを担う組織体（コミュニティ）と場
（Place）のブランディングに寄与する組織体（コ
ミュニティ）は，共に不完全な組織化（小宮
（2010）p. 36）の状態を持つことに対応した似
て異なるマーケティング活動を実行しているの
ではないかと考えられる。そのことについて，
小宮（2010）は，手がかりとなる知見として，
組織構成員の独立性が高い共同組織による商業

26　それゆえ，マーケティングの視点で場のブラン
ディングに寄与する協働・関係性を分析対象に
するには，公の場の利益や便益の向上を第一と
する組織体による実践事例を選定し，ケースス
タディによるファクトファインディングを踏ま
えて構築される新たな分析枠組みを提示する必
要がある。

27　矢吹（2010）p. 114

集積のマーケティング活動には，2つの方向性
があるとの指摘をしている。それは新たな集客
の起点をつくり，組織構成員の同時型合意形成
で新規出店や店舗の改装などを促そうとする
「直接型の仕掛けづくり」と仲間型や逐次型の
合意形成で実行可能な施策を断続的に行う「間
接型の仕掛けづくり」の実施である28。
　小宮（2010）が具体例として提示する「直接
型の仕掛けづくり」とは，大規模な SC型の店
舗が出店することによる新たな「集積の経済」
の起点づくりのことである。場（Place）のブ
ランディングの実践におきかえて捉えると，そ
れは地産地消の促進に寄与する農産物直売所や
インターネットによる地域産品の販売用ウェブ
サイトのような場（Place）のブランドとのコ
ンタクトを可能とするプラットフォームに相当
する。
　もう一方の「間接型の仕掛けづくり」とは，
小宮（2007）の「地域コミットメント」の醸成
に寄与する商店街主催によるイベントや祭り，
特産品の開発などの活動のことである。これら
は商店街を対象とした再生や活性化を目的とし
ているものの，その対象範囲は，より広範な「街」
「行政区」「文化圏」などに広げることが可能で
ある。なぜなら，上記の既存研究は，商業集積
の組織やマーケティング活動を空間的範囲で捉
える視角を持っているため，商店街やショッピ
ングモールの他に，例えば行政区に点在する地
域資源のネットワーク化も集積地区としての場
（Place）に置き換えられるからである。この集
積地区は，計画的な地域づくりへの関与の有無
と関係なく，アクターの自発的な試みで地域の
もつ魅力を際立たせるために地域資源が結び付
けて形成されることもあり，共通した地域アイ
デンティティ（テーマ）でゾーニングできる。

28　小宮（2010）では，商業集積のマーケティング
は，石原（1991）が指摘した「同時型」「逐次型」
「仲間型」の 3つのタイプの合意形成によって
商店街活動の意思決定がなされることを提示し
ている。
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このような多様な地域資源をネットワーク化し
た場（Place）は，アイデンティティに対応し
た地域づくりで特定の地域イメージを消費者に
想起させることで，地域のもつ魅力に一層の磨
きをかけることができる。
　2-3-3　場（Place）のブランディングに寄与

する組織（コミュニティ）の自己規
律性

　以上述べたマーケティング活動に 2つの方向
性が見出されることについて，商業集積のマー
ケティングを担う組織体（コミュニティ）と場
（Place）のブランディングに寄与する組織体（コ
ミュニティ）によって行われるものとの間に大
きな相違は無いであろう。次に商業集積のマー
ケティングは，大型百貨店をはじめとする多様
な組織によって担われる可能性があり，「集積
の経済」に対応して自律的変化を遂げる「自己
組織性の利用」が見られるという小宮（2010）
の指摘に注目したい。
　商店街の魅力づくりは，小売店の集積地とい
う，いわば場（Place）全体の売上高増加と顧
客吸引力を高めるために実行される。そこには，
商工会議所に勤める職員をはじめとする「お金
をもらって地域づくりをする人々」によるボラ
ンティア的な活動を伴う人々も加わって行われ
たりする。これは，場（Place）のブランディ
ングに寄与する組織体（コミュニティ）におい
ても同様に行われるのであろうか。
　最初に，場（Place）のブランディングを支
えるアクターとその集合体であるコミュニティ
は，商業集積のマーケティングを担う組織体（コ
ミュニティ）と同様に多様な組織や個人によっ
て担われていることを重視しておきたい。
　商業集積のマーケティングを担う組織体（コ
ミュニティ）を構成するアクターは，百貨店か
ら事業主まで，商業活動を主体とし，経済的利
得を共通の目標にしていることを見いだせる一
方，地域資源の活用による場（Place）のブラ
ンディングに寄与する組織体（コミュニティ）
では，構成するアクターは必ずしも経済的利得

を第一義としていない。そのため，商店街より
も行政区的な区別で捉えられる場（Place）の
ブランディングに参集するアクターには，経済
的利得とは異なる価値観や利得を提示すること
が必要となる。
　これに関して，和田他（2009）は，経済的利
益を訴求する「経済アプローチ」と余暇や学習
を通じた地域との関わりから生活の豊かさを訴
求する「文化アプローチ」29という 2つの括り
によって，場（Place）のブランディングに寄
与する組織体（コミュニティ）を構成するアク
ターを呼び寄せることができると述べている。
　和田他（2009）によれば，地域内外の企業や
地元の商店主を地域ブランディングに参加させ
るアクターに転換させるには，「地域ブランディ
ングの利」を彼らに認識させられるかどうかが
重要となる（「経済アプローチ」）。そして「文
化アプローチ」を働きかける対象に対しては，
地域ブランド価値に基づいたコミュニケーショ
ンを展開し，吸引力のあるテーマ設定と情緒的
価値を重視した体験を提示し，誘導することを
提唱している。この 2つのアプローチは，前掲
の「ライフクリエイティブ型」（主として「文
化アプローチ」を働きかける対象となるコミュ
ニティ）と「ビジネス追求型」（主として「経
済アプローチ」を働きかける対象となるコミュ
ニティ）に働きかけることで，地域ブランディ
ング事業にアクターの参加を促進させると期待
できるとしている。その際にアクター間で形成
されたネットワークが拡大することによって，
地域資源の再評価を伴ったコミュニケーション
は，質量ともに一層の充実が可能となる。そこ
には，共感で結びついたアクター間の絆が強化
される機会が提供されている。
　商業集積が「ビジネス追求型」のコミュニティ
であるために，「経済アプローチ」に対応しや
すいのは当然であるが，それを「ライフクリエ
イティブ型」と連携させるには，どのような事

29　和田（2009）p. 189
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業活動で地域振興を図れば良いのであろうか。
そこには，商業集積のマーケティングを担うコ
ミュニティとは異なった場（Place）のブラン
ディングに寄与する組織体（コミュニティ）に
よって展開すべきマーケティング・コミュニ
ケーションが求められる30。
　また，上記の自律的な「自己組織性の利用」
がみられるとの指摘は，場（Place）のブランディ
ングに寄与する組織体（コミュニティ）の行動
特性を探る手がかりとなる。既に述べたように，
場（Place）のプランディングに寄与するコミュ
ニティ活動は商業活動への依存度に対応して展
開されると捉えられることから，商業集積とは
似て異なる何らかの自己組織性を持ち得ると考
えられる。それゆえ，店舗集積の形成によって，
より強い顧客の吸引と店舗運営費用の節約が生
じ，さらに多くの店舗の出店を促す循環が形成
される31といった「集積の経済」に対応した商
業集積の「自己組織性の利用」（商業集積の「自
己規律性」）は，地域価値を地域内外の消費者
および生活者に伝えた結果，共感を得られて形
成される絆（関係性）の拡大と縮小（場（Place）

30　その一例として，地域振興に寄与するノベル
ティグッズの販売や「ゆるキャラ」の設定によ
る消費者コミュニケーションを，具体例として
あげることが出来る。

31　小宮（2010）p. 39

の「自己規律性」）に置き換えて捉える必要が
ある。
　以上の考察を概念図として示すと図 3とな
る。商業集積の「自己規律性」が地域ブランド
効果としてステークホルダーに経済効果をもた
らす反面，場（Place）の「自己規律性」は同
様に認知（差別）効果をもたらす傾向が強く，
両者共に場（Place）の付加価値と関連した消
費の外部性が経済効果のなかに見出せることを
指摘しておく。
　ここで，地域内外の生活者に場（Place）の
魅力を認知して形成される地域ブランドの外部
効果への依存が大きいと考えるとすれば，地域
内外の生活者に場（Place）の魅力を認知させ
るマーケティング・コミュニケーションの果た
す役割の重要性は高まる。そして地域ブランド
化による認知効果が経済効果をもたらすことに
なれば，小宮（2010）によって指摘された商業
集積のマーケティングと同様に，場（Place）
のブランディングに寄与する組織体（コミュニ
ティ）も「集積の経済」に対応した「自己組織
性の利用」を展開すると考えられる。（表 2）
　この場合の「自己組織性の利用」とは，具体
的に如何なる組織行動なのであろうか。それは
地域アイデンティティの確立に共感したアク
ターによる地域づくりのための質量両面にわた
る協働業務の自律的な拡大と縮小と言える。た

図 3　商業集積，場（place）のブランド化を担うコミュニティによる地域ブランド効果

＆
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だし，商業集積のマーケティングを担う組織体
（コミュニティ）と異なり，場（Place）のブラ
ンディングに寄与する組織体（コミュニティ）
は，地域への誇りに対する共感の広がりに対応
した自己組織性を利用する傾向が強く，商店街
に限定されない行政区的な空間の設置と，地域
資源の活用を通じて高められる精神的な絆を強
める機能をもつ。
　こうした自律的な「自己組織性の利用」を拡
大の方向に促進する要因は何であろうか，その
一つとして考えられるのは，インターナル・マー
ケティングに長けた地域プロデュ─サーの担う
役割の大きさである。
　和田他（2009）は，「ひむか神話街道」のストー
リー形成（和田他（2009）p. 96）をめぐり，県
庁職員の主導で住民ボランティアとの共同作業
が行われたこと，ベネッセコーポレーションの
社長の働きかけで行われた直島でのサイト・ス
ぺシフィックアートの採用による地域の人々と
の交流がすすんだ事例を紹介している。そこに
は，多様なコミュニティと連携を取り，協働作
業を促すことのできる地域プロデューサーの存
在を見出せる。それは，コミュニティ活動の意
思決定にも大きな影響をもたらす重要人物
（キーマン）となっている。地域の魅力づくり

に関わるコミュニティ活動に成功した他の事例
をみても，そこに必ずといって良いほど見出せ
るのは，その活動に賛同するアクターを地域内
外から吸引でき，地域づくりに関わる業務を取
り仕切るプロデューサーの存在である。
　2-3-4　農業環境政策研究からの知見─外部

効果，排除性を手がかりに─
　前節では，場（Place）のブランディングに
よる経済効果と認知効果によって地域振興を担
う組織体（コミュニティ）による自律的な「自
己組織性の利用」が，展開されると仮説設定し
た。ここでは，組織体（コミュニティ）と関わ
りの深い地域ブランド構築の外部効果とコミュ
ニティビジネスとの関係性を探ることにしよ
う。
　地域ブランドが立つことによって特定の地域
イメージが構築された時，そのポジティブな地
域イメージは，公共財と同様に非排除性と外部
経済性をもつ地域資産となる。この地域イメー
ジと関わりのあるコミュニティ活動は，事業化
を追求することで，その継続を図ろうと試みら
れる。ただし，非排除性をもつポジティブな地
域イメージを活用した特産品（商品）やサービ
スには，消費者からの信頼を維持すべく認証制
度を構築し，排除性をもたせた地域ブランドを

表 2　商業集積のマーケティングを担う組織と場（place）のブランディングに寄与する組織との
　　  マーケティング活動の比較 
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構築することが少なくない。これは，地域に貢
献することを第一とする志で支えられているコ
ミュニティビジネスに，排他性という機能が加
えられたものであり，コミュニティビジネスの
対象となる業務分野および事業発展段階に応じ
た対応と捉えられる。こうしたコミュニティビ
ジネスは，外部経済効果に受益者の排除性をも
たらすことで消費財やサービス市場を通じた地
域情報の発信力（消費者とのコミュニケーショ
ン）を高める機能を持つ。
　以上の考察を踏まえて作成した表 3は，合田
編（2001）で示された農業環境政策研究からの
知見を得て，受益者の排除性の高低で捉えた地
域ブランド構築の外部効果を類型化したもので
ある。タイプ A（ビジネス追求・地域振興型）
とタイプ C（ビジネス追求・地場産業振興型）
に類型化できる事業活動は，他の 2つのタイプ
に比べると利益を生み出すビジネスとして追求
することが可能であると思われる。

3.　場（Place）のブランディングとコミュ
ニティの類型化

　3-1　「ライフクリエイティブ型」と「ビジネ
ス追求型」

　図 4は，前掲の表 1，表 2の地域活性化を目
的とするコミュニティの類型化を踏まえ，「活
動母体の組織化」を考慮して作成したものであ
る。このような場（Place）の利益や外部便益
の向上を第一とするマーケティング的活動にお
いて，重要な役割を担っているのは，場（Place）
のブランディングに寄与する多様なコミュニ
ティである。これらは「不完全な組織」であり，
互いに重複する領域を抱えながら，商業活動へ
の依拠の度合いに応じた以下の二つの異なる活
動類型を持つコミュニティとして場（Place）
のブランディングに寄与している。
　第一として，商業活動に依存することの少な
い地域の魅力づくりを担うべく成立したコミュ
ニティがある。これは，環境保全運動や地域機
関による体験教育対応型の活動や CSRに対応
した企業行動と関わりをもつ。これを「ライフ
クリエイティブ型」のコミュニティ活動（以下
「ライフクリエイティブ型」）とする。

受益者の排除性
い低い高

場のブランド化がもたらす便益
（認知効果、経済効果）

タイプＡ（ビジネス追求・地域振興
型）；
・地域教育に関わる場の提供
・地域活性化のための競争的資金
（補助金）の提供

タイプＢ（ライフクリエイティブ志向
型）；
・地域に誇りを持つ（地域愛の向上）
・環境保全のための協働活動

協業による互恵活動

タイプＣ（ビジネス追求・地場産業振
興型）；
・認証ブランド制度の設立（保証機
能、差別化機能、想起機能）
・特産品開発のための地場企業に
よる戦略的アライアンスの展開
・農商工連携事業の実施

タイプＤ（互助志向型）
・震災からの復興協働活動

コミュニティビジネスの適
用分野

地
域
ブ
ラ
ン
ド
構
築
の
外
部
効
果

表 3　受益者の排除性で捉えた地域ブランド構築の外部効果
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　活動内容が地域で過ごす生活と密着している
ことから，「ライフクリエイティブ型」は，わ
が国での今後の地域振興の方向性を考えるうえ
で重要なコミュニティといえるであろう。とり
わけ農業従事者，商店主，地方公務員，農協職
員等も含む地域住民によって形成されるコミュ
ニティ活動は，「たまり場」を起点とした地域
の魅力を愛する人々によるボランティア的な活
動に支えられていることが多い。このような場
（Place）のブランディングに寄与するコミュニ
ティ活動への理解の広まりが，地域への愛着を
高めるために必要となる。
　たとえば，B級グルメを梃子にした場（Place）
のブランディングを事例にすると，これを主に
支えるのは，地域を愛する住民によって実践さ
れるボランティア的活動である。地域の生活と
密着した料理の普及と販売を楽しみながら地域
の認知度を高めていく様子は，メディアで多く
伝えられているとおりである。また通信販売シ
ステムを構築して，市民や地場企業にウェブサ
イトを利用し，自ら構築した通信販売システム
への参加を呼び掛けた八戸市産業経済課による
プロジェクト「ICT活用地域産業支援実証実験
事業」（2007年 11月実施32）は，地域活性化の

32　詳細については，矢野（2008）p. 128参照。

インフラを提供しながら，地域住民によるコ
ミュニティビジネスへの参加を呼び掛けてい
た。このプロジェクトは，通信販売システムと
いうプラットフォーム構築に行政の支援を受け
つつも，まちづくりの主役は地域住民と地場企
業とし，ウェブサイトによる通信販売で，地域
資源を活用した地場産品の物語（ストーリー）
を重視した情報発信と販路拡大を図っていた。
そこでは，市役所の職員が職務を離れて市民と
協働するボランティア的な地域づくりのための
コミュニティ活動が伺えた。
　地域教育で行われる体験授業の実施にも，地
域の多様な主体間の協力が必要である。例えば
食育活動，総合的な学習，農業従事者や職人な
どによる実務教育的指導で形成される地域体験
教育に関わるコミュニティは，場（Place）の
ブランディングの根底に位置して地域愛を醸成
する役割を担っている。
　コミュニティビジネスの導入で顧客視点をコ
ミュニティ活動に反映させるといったマーケ
ティング的対応（ビジネス形態の導入）を検討
した環境資源管理，環境保全に関与するコミュ
ニティ活動も，場（Place）のブランディング
に寄与できる。自然生態系を維持管理した循環

図 4　協働事業の形態と商業活動への依存
度
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型経済サイクルの形成で地域生活の魅力を高め
ることが，地域教育や社会的ニーズとして高
まってきているからである。ただし，これに共
感した人々に拠って形成されたコミュニティ
は，ボランティア志向の強い活動で成り立って
いる。
　第二には，同じく地域資源を活用して行われ
るものの，商業活動に依存することの大きな「ビ
ジネス追求型」コミュニティ（以下「ビジネス
追求型」）がある。これは，私的な利益を追求
する度合いが強く，既にコミュニティビジネス
化している活動や営利事業を展開していたりす
る。地場企業がクラスター化している産業集積
の再生活動における場（Place）のイメージづ
くりも，場（Place）のブランディングに寄与
する同様の活動類型に捉えられるコミュニティ
活動となる。地方都市には，観光業との複合産
業化による経済効果を期待できる多くの地域資
産がある。その一つである食料資源の利用よる
場（Place）のブランディング（フードエリア
ブランディング）は，地域個性を反映する食文
化と関わりやすく，多くの地域で展開されてい
る。ただし，この場合は 6次産業化への機会を
得るため，関係業者間の連携が必要となること
が多い。その関係性を観察すると，必ずしも業
者間が対等な関係でなく，メーカー下請けの立
場に置かれていることや，取引先の量販店から
の暗黙のプレッシャーを受けつつ，特産品の製
造を通じた地域づくりに協働する業者も少なく
ない。また，商業活動への依存の高いコミュニ
ティ活動が多いことから，これを経済主体間の
アライアンスと見なすべきものもある。すなわ
ち，流通システムにおける水平的，垂直的な企
業間アライアンスで場（Place）のブランディ
ングが多く行われていると捉えられる事例も見
出せるのである33。

33　農商工連携事業も商業活動への依拠度の高いコ
ミュニティビジネスと見ることができる。私的
利益の追求を前提としつつも，とりわけ創業期
における関係者間の協業作業は，地域資源を活

　以上のような 2つのタイプのコミュニティ
が，地域振興を担うべく存在している（図 5）
と考えられるのであるが，両者は重複する領域
を抱えており，地方自治体によるコーディネー
トを受け入れることで，ともに場（Place）の
ブランディングというマーケティング手法を意
識したメタコミュニティ「自治体主導型」（以
下「自治体主導型」）の形成による地域振興を
図れる。
　ところで，このような協働組織（コミュニ
ティ）に拠って構築された地域ブランドは，外
部経済効果をもたらすものの，その効果をどの
ようなタイプのコミュニティが活用するのであ
ろうか。以下においては，これまで整理してき
たコミュニティの類型化を活動内容でなく，外
部効果の活用状況に視点を定めて整理しよう。
すなわち，場（Place）のブランディングに寄
与する多様なコミュニティによる商業活動への
依存度とポジティブな地域イメージによる正の
外部性がもたらす便益を考慮しながら，場
（Place）のブランディングに寄与するコミュニ
ティを類型化する。異なるタイプのコミュニ
ティが担う地域振興のための機能的役割を明ら
かにし，ケーススタディで地域振興に寄与する
コミュニティの一般的な構図（図 5）を検証す
る際の拠り所にするためである。

　3-2　場（Place）のブランド化のもたらす
外部便益とコミュニティの類型化

　場（Place）のブランディングに寄与するコ
ミュニティは，地域イメージによってもたらさ
れる正の外部性を活用できる。それは，外部便
益の排除性の高低の相違により，以下のような
2つのタイプに類型化できる。

用した地域の魅力づくりに寄与するものであ
る。他に農産物直売所によるコミュニティビジ
ネスも商業活動への依存度が高く，地場農産物
の販売を通じた生産者と消費者のコミュニケー
ションを交わす場（Place）としての役割を果
たしている。
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　タイプ X : 場（Place）のブランド化のもた
らす外部便益の排除性が低いことを容認するコ
ミュニティ
　地域ブランドが立った場合には，その外部効
果によって，地域住民は地域のポジティブなイ
メージを享受できる。このように地域イメージ
を高めることに寄与する場（Place）のブラン
ド化は，地域振興のための協業に特に参加して
いなくても（排除性が低い），地域への誇りや
愛着を深めるといった地域在住者の心理に正の
外部効果をもたらす。
　場（Place）のブランド効果は，公共財と同
様に外部便益の排除性が低い特質をもつと考え
られる。それゆえ地域ブランディングに貢献し
た協業に参加しなくても，その便益を享受でき
る。例えば「港町八戸」という地域イメージは，
八戸地域を対象にした水産関連業や観光業に正
の外部経済効果をもたらすと同時に，在住者に
対して全国的に著名な港町に在住することから
得られる様々な楽しみを日々の生活のなかに提
供している。
　このような外部効果の恩恵を受けられるよう

に，排除性を低くした地域ブランド構築をする
コミュニティがある。それは，例えば，自治体
主導による場（Place）のブランド構築のコミュ
ニティ，環境共生，伝統工芸および歴史的遺産
の保護と継承を目的として形成された「ライフ
クリエイティブ型」コミュニティである。それ
がもたらすのは，地域の文化価値も含む多様な
地域の持つ魅力を享受できる便益である。

　タイプ Y : 場（Place）のブランド化のもたら
す外部便益の排除性を高めるコミュニティ
　地域ブランドが立った場合，地域名と地域関
連商品およびサービス，観光資源が結び付いて
消費者に地域イメージを想起させる34。このブ
ランドイメージを活用した商業活動を展開する
場合に，協業のための多様なコミュニティが生
まれる。例えば，地域特産品の開発と販売に関
与する関係業者間で締結されるアライアンスや
商店街による場（Place）のブランディングは，
その協働活動の参加者と参加していない者との

34　青木他（2004）p. 140

社会資本の再生産による生活の質（QOL）の向上[
地域と関わる生活の豊かさの追求、魅力的なライフ
スタイルの創造]
（事例）テーマ追求型地域活動、環境保全活動、地
産地消キャンペーン

商業活動による利潤の獲得を目的にした事業化

（事例）商店街再生のためのイベント活動、農商工
連携事業

ライフクリエイティブマーケ
ティングの実践（「ライフクリ
エイティブ型」）

事業化のためのマーケティング実践、
金融資本の活用（「ビジネス追求型」（
社会起業家主導型」を含む）

マーケティング的対応（文脈づくり、消費者コミュニケーション等）を伴う協業、コミュニティビジネス（スモールビジネス）の展開

【地域振興を経済的側面でから活性化するために必
要なコミュニティ】

【地域生活の満足度を向上させることに必要なコ
ミュニティ】

地域教育・地域振興型コミュニティ活動

イニシャ
ルコスト
の負担、
シャドー
コーディ
ネート、
「自治
体主導
型」

図 5　コミュニティ活動による地域振興の構図 



22─    ─

八戸大学紀要　第 43号

間に，商業活動や関係性で得られる利得の享受
をめぐる格差をもたらす。
　外部便益の排除性の高さは，例えば，認証制
度を設けた場（Place）のブランディングに協
働したことに対する見返りの有無となってあら
われる。このように協業者間で形成される絆は，
個人および地場企業が地域貢活動を行いながら
も長期的な関係性を参加者間で維持し，外部便
益の排除性を高めることで経済効果と認知（差
別）効果を高めた地域ブランドを提供できるよ
うになる。

　場（Place）のブランディングに寄与する多
様なコミュニティを上記 2つのタイプに分ける
基軸は，地域ブランド構築による外部便益であ
る。その活用で得られる利得や関係性について
は，石原（2006）p. 17による「商業の外部性」
に関する説明が参考になる。石原（2006）では，
業種店は単独では消費者の買い物行動に単独で
は十分に対応することができないため，他の業
種店と補完しあいながら商業集積（自然発生的
商店街）を形成するという。そして「商業の外
部性」とは，このような商業がその外部に対し
てもつ関係，あるいは外部と関係を持つことに
よって生じる事態として捉えられている。
　こうした場（Place）のブランド化のもたら
す外部便益の排除性を高めるマーケティング活
動を推進するのは，「ビジネス追求型」（「社会
起業家主導型」を含む）に分類できるコミュニ
ティである。これらは，地域貢献に寄与する協
業活動を伴いながらも，利益を生み出すコミュ
ニティビジネスの追求に意欲的であり，地域に
貢献する地場企業や事業家（社会的起業家）を
育成する機能をもつ。アクターのリーダーシッ
プによるコミュニティビジネスの導入は，この
タイプのコミュニティで様々な工夫を凝らしな
がら行われる。
　以上の場（Place）のブランド化のもたらす
外部便益の排除性に関与する 2つのタイプのコ
ミュニティは，「ライフクリエイティブ型」に

よって代表される「タイプ X」と「ビジネス追
求型」によって代表される「タイプ Y」に分け
て捉える必要がある。その理由は，場（Place）
のブランディングを促進するコミュニティビジ
ネスは，その外部便益の排除性の高低で，地域
振興へのアプローチが大きく異なると考えられ
るからである。

4.　結びにかえて─地域振興のための消費者
コミュニケーション，「自治体主導型」
の役割─

　各地で実践されている地域ブランディング
は，地方自治体の主導で形成されるコミュニ
ティ（以下「自治体主導型」）によって運営さ
れていることが少なくない。その一方で，少子
高齢化の進展と首都圏へ向けた人口一極集中
は，地方自治体の財源を緊縮する方向性を示す
ため，「自治体主導型」による地域振興は，そ
の活動を一層困難なものにすると予測できる。
　もちろん「自治体主導型」は，今後向かうべ
き地域振興の仕組み作りを底支えし，社会的費
用としてのイニシャルコストを担う先導者とし
ての役割をもつ。だが，今後の地域振興の担い
手として期待されるのは，地域を支える多様な
経済主体間の協業をマネジメントできる民間の
ステークホルダーであり，地域住民である。
　「ライフクリエイティブ型」（「タイプ X」）と
「ビジネス追求型」（「タイプ Y」）という 2つの
タイプに分かれるコミュニティによる地域振興
は，現在，共に地域振興の担い手としての役割
を期待されている。これらのコミュニティが活
発に動き出すには，コミュニティビジネスの実
践を検討しながら展開される地域振興のための
マーケティング活動が不可欠である。
　地域振興に寄与する多くのコミュニティビジ
ネスは，場（Place）のブランド化のもたらす
外部便益の排除性に注目して類型化された上記
2つのタイプのコミュニティによって担われて
いると考えられるため，これらのコミュニティ
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活動を促進させる手立てが必要である。とりわ
け，コミュニティビジネスの適用分野としては
対象外にされがちな「ライフクリエイティブ型」
（「タイプ X」）に，消費者とのコミュニケーショ
ンを取ることに長けたコミュニティビジネスの
導入を検討することは，生活者視点を活かした
地域振興の実現に寄与するところが大きいと考
えられる。
　以上のことから，コミュニティビジネスは，
① 市場を通さない場のブランド効果（地域へ
の愛着・誇りの醸成）と ② 市場を通した場の
ブランド効果（認知効果，経済効果）の促進に
寄与するという仮説設定をして地域振興の事例
分析を行うことにする。
　研究課題として残されているのは，ビジネス
形態を導入するコミュニティが，生活者起点の
地域振興の実現に向け，如何にして地域の魅力
を引き出しているのか，そのために如何なるコ
ミュニケーションを消費者と交わしてきたの
か，地域振興に寄与するためのコミュニティビ
ジネスのフレームワークをケーススタディから
得られる知見を手がかりに考察，提示すること
である。
　また，過疎地での地域づくりや産業振興政策
のイニシャルコスト負担を担うべく形成された
「自治体主導型」の果たす役割が，限定的では
あるものの，地域社会に必要であるとすれば，
その具体例をケーススタディで捉え，今後の向
かうべき地域振興を支えるコミュニティの果た
すべき一般的な機能として明示することも看過
できない課題である。

　本研究は，科研費（基盤研究（C）課題番号
21530438）の助成を受けたものである。
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